
第３号様式（第15条関係）

事業者排出量削減報告書

住所（法人にあっ
ては．」ﾆたるWIF務
所の所在地）

氏名（法人にあっ
てば．・名株及び代

奨行の氏名）

事業者の主たる

業菰

注１酸当するロには、レ印を記入してください。特定郡業者以外の事業者の方はし印の紀入は不要です。

２「蕊噸年度」と1ｔ計雨期、の前年度を、「、槻年度」とIti卜両期１１１１の最終年度を．「報併年度」とItll卜阿期110のうち・今同級告の対咬となる年度をいいます。
３AIH緬箪鯉黙坐!:L康裡騨蝿鞭迩蝉騨P鱗2劃し盃三の馴識い唾する蝿効果ｶﾞzを､Ｊ輸送率爾排出区分｣とは自動車運送事業者については使用の本拠の位陞を京都府内とする車両
の排出する温室効果ガスを、鉄道噸業者については保有する貨物車両又は旅客車両の排出する温室効果ガスを、「その他排出区分」とは上記以外の京都府内における事業所等の事業活動に伴い発生する温室効果ガス
をいいます。

4忠原學隙離Piil欝鞄描蝉等｣の｢用途区分｣には､００工魁､事務所などの用途を記入してください。「原単位の指標｣には､分子の｢二酸化炭素換算｣の下に分母となる指標(生産数戯､廷ぺ床面
積、走行距離輔）を題入してください。

５「その他の地球温暖化対策による温室効果ガスの削減戯等」のうち「森林の保全及び整側」の「目楓年度（叶画）」欄には計画期間中の目標の累計を、「報告年度（実績）」欄には実綬の累計を妃入してください。

６「特麗事項」には、平成２年度（１９９０年度）を基噸とした排出通の対比や、省エネ製品開発など他者の温室効果ガス排出削減への貫献、グリーン調達の採用、特定フロンなどの条例指定外の温室効果ガスの削減
などを記入してください。

SO30620 

住所（法人にあっ
ては、主たる珈務
所の所在地）

大阪市中央区城見2-2-72

氏名（法人にあっ
ては、･名称及び代
表者の氏名）

ＫＤＤＩ株式会社関西総支社関西総支社長長尾穀

事業者の主たる

業種 電気通信事業

該当する事業者
要件 ロ京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号骸当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

｢甕認ilffil温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者(大規模運送事業者(ﾄﾗｯｸ又はﾊﾞｽ100台以上/ﾀｸｼｰ150台以上/鉄道車両
「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号咳当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 平成２０年４月～平成２３年３月

基本方針

平成22年度に想定されるエネルギー便用量を16%削減し、温室効果ガス排出量（CO2換算）を152万tとする。

推進体制 uwuユン’シー〆ｗ￣、可ご"￣へ可かニト、､Ｆここ＝Fﾕｴ定ニレ、行深P､FTU､￣弓サラFこげ１．N＄ヱＴＬ・プノレー／=1工・I剰璽凸凹泙刀｡ｂ電1土ご汀した２号必ゴー(FnlFhXご汀ＬＣＩＩＷＵｌ【JRjK・』壌湧箇委■－△－１■－－▲－▲－－－■▲△▲－▲●■●－■－■▲二一■＿▲__

中心に環境保全活動の推進体制を栂築しています。また、関西地区では、関西総支社を中心とした「関西地区ＫＤＤＩ環境委員会」による推進体制のもと，基本方針の
￣-－－①－－－－ＵＵワー￣－５－￣守▼￣ｐ一一一一、￣ＵＵ●ケーマー司一■Ｐ￣■■－－－－－ｓ■＝Tも毛ｦ凹二■シミ鈩令」￣

進捗管理を実施しています。

環境マネジメントシステム名称 ＩＳＯ１４００１ 

適用範囲 全国全ての事業所

取得年月日 2007年10月26日（全事業所）

年度ごとの具体
的な取組及び措
置の状況

年度

Ｈ17～ 

Ｈ17～ 

Ｈ22～ 

設備、対象、工程等

ａｕ携帯基地局

京都事業所

請求書

措置内容

新設備・更改設備を対象にインバータ方式の空調機を導入するなど、設備及び運用の効率化で削減に努めている。

Iノーネクタイ・ノー上着運mIj」を実施しており、今後も継続的に実施して趣気料の削減に努めている。

au携帯電髄や固定通信サービスの謂求書を「ＷＥＢｄｅ謂求書」への変更による「紙請求書」の発行低減
温室効果ガスの
排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基寧年度（実綴）

(１９）年度
(二酸化炭素換算）

目標年度（計画）

(２２）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(計画）

報告年度（実績）

(２２）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(実績）

10,218ｔ 11,854ｔ 16.0％ 11,557.8ｔ 13.1％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

10,218.0ｔ 11,854.0ｔ 16.0％ 11,557.8ｔ 13.1％ 

設備の効率化を図っているが、
ルギー使用趾は増大している。

高機能化及び利用顧客の増大に加えて、国策である周波数再編による基地局の二重稼働によってエネ
しかし、平成22年度目標（全国）のＣＯ２排出壁１５２万ｔを達成した。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出壁等

用途区分 原単位の指標

二酸化炭素換算

（売上）
二酸化炭素換算

二酸化炭素換填

実績に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実繍）

0.284ｔ℃02/億円 0.320ｔ-CO2/億円 12.7％ 0.336t-CO2/億円 18.3％ 

％ ％ 

％ ％ 

蚕H丘零乗■の｡樗幽麺uﾛ季釆ｗ示日T宍和露0王､Ｚ乙干Bz木で｡ｚ,uuuT爽絢（Hl9宇墜末30,399十契約）と墹加しているが、営業収益はH22年度25,907億円
（H19年度28,626ｉｉｉ円）で、シンプルコースの浸透に伴う音FbrARPU（1契約あたりの平均月額平均収入）の減少が大きく、基池年度と比較すると収益
減となり、原単位当たりの温室効果ガス排出戯が当初計画値より増加した＿

その他の地球温
暖化対策
温室効果
削減量等

野
よる
スの

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利用

自然エネルギーを利用した電力
又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減量等合計

目標年度（計画）

取組赴尊 (二酸化炭索換算）

(整働面積） hａ (吸収趣） ｔ 

(利用戯） 、1８ (削減、） ｔ 

(宛鬮遮） kwｈ (削減趾） ｔ 

(熱供給通） GＪ (削減趣） ｔ 

(購入鉦） kwｈ (削減趾） ｔ 

(贈入避） ｔ (削減趣） ｔ 

￣ ＊３ ｔ 

報告年度（実績）
取組趾尊 (二酸化炭素換算）

(墜傭面積） 0.5ｈａ (吸収戯） 0.3ｔ 

(利用､k） 、1８ (削減趣） ｔ 

(充電趣） kwｈ (削減趣） ｔ 

(熟供給量） GＪ (削減鼬） ｔ 

(職入肚） kwｈ (削減趣） ｔ 

(噸入選） ｔ (削減殿） ｔ 

＊５ ０．３ｔ 

差引排出量

(排出合計一削減等合計）

基箪年度（実績）

＊１ 10,218.0ｔ 

目標年度（計画）

(妃)-(剣）11,854.0ｔ

増減率（計画）

16.0％ 

報告年度（実績）

11,557.5ｔ (“)-(輻）

増減率（実繍）

13.1％ 
地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

理／,．‐＝－－－"『」、｡■■□u…し｡ljuaLごＵエビUUuUWuu「r＠JＢＣＥ」Ｅｕﾉ駆り月ⅡLか～、DIX奴HWj燭～佃己和をｕＩｌＸＴｏＩ収醜リサイクル」で発生した古祇妃上金を活用した活動など、さまざ
まなプロジェクトを通じて、お客さまや社員とともに全国の森林保全活動に取り組んでいます。
②日本自然エネルギー株式会社を通じ、川辺木質バイオマス発甑所（岐阜県）などにおいて生成される年間100万kWh分の環境付加価値をグリーン電力狂書として職入することにより、
auひかりのサービス提供に必要な勉力の一部にグリーン趣力を導入しています。

特記事項
uﾉ圏束であるﾉ司旗叙丹調による基地同の二軍稼鋤によって、エネルギー便用量は増大する見込みであるが、中期環境保全計画として上記基本方針に記較した計画を立
て、日本経団連主導の「CO2削減のための環境自主行動計画」に参加している。
②グリーン調達ガイドラインを策定し、環境に配慮したものを購入している。
②H弘垂」且馳圏燃壜光:灘露型:適困璽力四つの騨力董麺愈寸畳了ﾄﾗｲﾌﾟﾙﾄﾞヵ式電力制御技術｣を搭職した､携帯電話基地局の試験運用を開始してお
り、今後順次拡大を進める。従来型基地局に対して20～30％の省電力を図ることができる。
④製品やサービスの製造・使用・廃棄あるいは再使用に至る全ての段階を通して排出されるＣＯ２の量を評価する「ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）」を導入し
て、環境負荷の定避的な効果の把握に努めており、例えば、拠点ごとに分散していたサーバーをデータセンターへ集約し一元管理することで、効率的なサーバー運用に
よりＣＯ２排出壁の大幅な削減に努めている。


